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5７ 
第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
後
、
と
く
に
レ
ー
ガ
ノ
ミ
ッ
ク
ス
不
況
以
後
、
巨
大
企
業
を
中
心
と
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
減
量
調
整
が
展
開
ざ
（１） 
れている。そのなかで一般の事務員や不熟練工などを中心とした一厘用調整が強行されている。というのは、労働省
(1) 
六五四三二課
題
大企業におけるホワイトカラーの一厘用調整
目
次
課
題
と
方
法
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
部
門
の
内
部
・
外
部
調
整
大
卒
の
現
場
投
入
と
大
卒
女
子
の
活
用
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
総
合
化
・
専
門
化
昇
進
の
個
人
差
と
賃
金
構
造
の
展
望
総
括
と
展
望
課
題
と
方
法
小
林
謙
一
5８ 
今
後
の
展
望
を
う
る
こ
と
に
あ
る
。
本
稿
の
課
題
は
、
こ
の
よ
う
な
構
造
的
な
戦
略
の
も
の
で
展
開
さ
れ
て
い
る
大
企
業
の
雇
用
調
整
の
一
側
面
を
実
証
的
に
解
明
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ
で
一
側
面
と
限
定
す
る
の
は
、
後
述
の
よ
う
に
具
体
的
に
論
点
そ
の
も
の
が
限
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
れと同時に、考察の対象が近年とくに企業のなかでその比重を拡大させつつある大学卒のホワイトカラーを中心と
（３） 
しているからでもある。一口でい鯵えば、本稿の課題は、大学卒のホワイトカーを中心とした質量両面の雇用調整、
（４） 
とくに企業内部の労働市場におけるキャリアの形成と再編成、それと昇進管理や賃金管理との関連などを考察し、
「労働経済動向調査」によれば、技術者などの専門職にくらべて事務職の一雇用過剰感が強くなっており、また熟練
工
に
く
ら
べ
て
不
熟
練
工
の
雇
用
過
剰
感
が
深
ま
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
雇
用
調
整
に
景
気
の
後
退
に
よ
る
減
量
要
因
が作用していることは、到底否定できない。だが、それだけではない。たとえば経済同友会『企業白書』八二年に
よれば、経営戦略としては短期的な戦略よりもより中長期的な戦略が非常に重視されている。その内容はなにかと
（２） 
いうと、新製口叩・新製法の開発にほかならない。ただし、それだけならば、すでに数年前から〃模倣から独創へ〃
の転換として現実に取組まれてきている。それに対しこの一、二年の特徴は、こうした中長期の戦略をきわめて効
率
的
に
、
つ
ま
り
さ
ぎ
の
減
量
を
進
め
な
が
ら
展
開
し
て
い
こ
う
、
と
い
う
点
に
あ
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
（３）大学卒の就業の実態や雇用管理上の問題点については『労働白書』八二年も承よ・
（４）ブルーカラーを中心とした日本型企業内労働市場とその変化については、拙著『労働経済の構造変革』（御茶の水書房）、
7国、／■、
２１ 
Ｌノ、=ノ第二章を承よ・
その実態については、拙稿「第二次減量化と労働市場の展望」、『経済評論』一九八三年八月号を承よ・
それを中心とした戦略の内容については、拙稿「雇用・賃金問題と今後の日本経済」、『経済評論』八三年五月号をゑょ。
５９大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
本
稿
の
論
点
は
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
⑪
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
職
種
・
階
層
別
配
置
の
現
状
は
い
か
に
評
価
さ
れ
て
い
る
か
。
つ
ま
り
、
そ
の
過
不
足
状
況
は
ど
う
か
。
さ
ら
に
、
そ
う
し
た
過
不
足
は
い
か
に
調
整
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
か
、
そ
の
方
法
を
解
明
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
企
業
内
部
・
外
部
労
働
市
場
の
両
面
に
ま
た
が
る
調
整
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
あ
き
ら
か
に
な
る
だ
ろ
う
。
②
こ
の
よ
う
な
量
的
調
整
に
対
応
す
る
質
的
調
整
に
つ
い
て
も
問
題
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
間
接
部
門
の
合
理
化
・
省力化の実態を解明することであるが、そのなかで事務処理のシステム化やプロジェクト・チームの導入など
が
い
か
に
展
開
さ
れ
つ
つ
あ
る
か
、
そ
れ
ら
の
今
後
の
展
望
は
ど
う
か
。
さ
ら
に
、
そ
れ
ら
と
の
関
連
で
、
今
日
急
展
開
し
つ
つ
あ
る
オ
フ
ィ
ス
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
に
と
も
な
う
職
場
の
変
化
に
も
注
目
す
る
。
⑧
そ
の
よ
う
な
職
場
の
変
化
に
も
関
連
す
る
が
、
近
年
増
加
し
つ
つ
あ
る
大
卒
の
現
場
配
置
と
大
卒
女
子
の
活
用
の
実
態
が
つ
ぎ
の問題となる。はたして大卒の現場配置はいかなる雇用管理上の目的のもとに実施されてきているか、そのな
か
で
い
か
に
教
育
効
果
が
重
視
さ
れ
、
現
場
の
職
務
内
容
が
い
か
に
変
化
し
つ
つ
あ
る
か
。
さ
ら
に
、
大
卒
女
子
の
活
用
に
つ
い
ても、その採用の実態と一厘用管理上の活用の実態を考察するが、そのなかで女性なりにいかに専門職として位
置づけられつつあるかどうかが問われるだろう。
四以上でもホワイトカラーのキャリア．．ハスとその編成が変化しつつあることがわかるが、こうした実態に対
して企業のホワイトカラー管理としてはどのようなキャリア形成を志向しているのか。一部で注目されてきて
い
る
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
育
成
の
志
向
は
ど
の
程
度
の
ウ
エ
イ
ト
を
持
っ
て
い
る
か
。
こ
れ
ら
は
、
当
然
、
事
務
・
営
業
部
門
と
技
術・研究部門では異なるだろうし、また企業規模やこれまでどのようなキャリア形成を志向してきたかによっ
ても異なってくるだろう。
6０ 
（５） 
本
稿
の
資
料
は
、
通
産
省
産
業
政
策
局
の
委
託
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
っ
て
入
手
し
た
。
こ
の
調
査
は
、
八
一
年
度
に
実
施
されたが、証券取引所上場企業一、七○○社と未上場（常用従業員五○○人以上）｜、一一一一九社、計三、○’九社
を
調
査
対
象
と
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
と
こ
ろ
こ
の
種
の
調
査
に
対
す
る
企
業
の
協
力
は
年
々
低
下
し
て
き
て
お
り
、
今
回
の
回
収
率
は
一
一
○
％
に
達
し
な
か
っ
た
。
そ
の
こ
と
に
関
連
す
る
か
も
知
れ
な
い
が
、
集
計
対
象
に
多
少
の
偏
り
が
攻
ら
れ
る
。
集
計
企
業
の
産
業分布は、製造業・鉱業五三％、それ以外の第一一一次産業など四七％であり、この点はわれわれが意図したウエイト
づ
け
か
ら
ゑ
て
差
支
え
は
な
か
っ
た
が
、
後
述
の
よ
う
に
企
業
成
長
の
比
較
的
顕
著
な
企
業
が
多
か
っ
た
。
し
か
し
、
そ
の
偏
り
は
、
前述のように構造的な一雇用調整を分析するうえでは、むしろ好都合だった、といってよい。
（５）その報告書そのものは、全日本能率連盟『高齢化・高学歴化における人事制度』八一一年を糸ょ。私はアンケート調査の
総
括
論
文
を
執
筆
し
た
が
、
本
稿
は
さ
ら
に
そ
れ
に
手
を
加
え
た
成
果
で
あ
る
。
あ
ら
か
じ
め
集
計
企
業
の
経
営
上
重
要
な
特
徴
に
触
れ
て
お
こ
う
。
わ
れ
わ
れ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
は
約
五
○
○
社
の
企
業
を
集
計
対
象
と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
集
計
企
業
の
名
目
売
上
高
の
成
長
(2) 
資
⑤最後にキャリア形成の一環でもある昇進について、いかに個人差が形成されつつあるか、今後の展望はどう
かを解明する。さらに今後予想される昇進の停滞に対して、雇用管理としていかに対応しようとしているか。
さらに、さきの昇進の個人差の拡大に対応して、ホワイトカラーの賃金構造の内部における個人差がいかに形
成されているか。それは産業・企業規模別などでも異なるだろうが、従業員構成の中高齢化や高学歴化の程度
に
対
応
し
て
い
か
に
異
な
る
か
を
解
明
す
る
。
そ
れ
に
よ
っ
て
今
後
の
重
要
な
展
望
が
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
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表１部門・階層別男子ホワイトカラーの過不足感
（点）
若手
１．４６ 
１．５２ 
１．３６ 
１．５９ 
１．６９ 
１．４８ 
１．６０ 
１．６４ 
１．７６ 
１．６８ 
部 門 管理職｜中堅
研究．新製品開発Ｉ１．９３１
警子鷺器設設壽１ｔ:訂
生産技術Ｉ１．９９１
＝…雫一ｼﾞ萱ｱ川琴ＩｆＩ::■
セールス．エンジニアリング’１．８９１
企画.マーケティング’１０５
財務・経理’２．０２総務．人事’２．０２
営業．販売，２．０８１
（イヤ_’２．０４，
３点，適正：２点，不足：１点の平均点を示す。
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Ｌ
ｌ
Ｌ
Ｌ
 
技
術
・
研
究
事
務
・
営
業
1．８２ 
1．８２ 1．６２ 
1．８６ 1．７０ 
過剰：
まず最初に男子ホワイトカラーの雇用数が、人事管理の責
任者によっていかに評価されているか、その過不足感につい
て問題にする。われわれのアンケート調査では、表１のよう
に部門・階層別に過不足感を問うた。その結果によると、Ⅲ
課長以上の管理職では、技術・研究開発部門の生産管理、事
務。販売部門の財務・経理、総務・人事、．〈イヤー、とくに営
率
は
、
一
九
七
六
’
八
○
年
度
に
年
率
一
四
％
ち
か
く
に
達
し
て
い
る。企業別分布としても、年率一○％以上の企業が製造業五
四％、非製造業五七％を占めており、逆に年率四％未満の企
業が占める割合は一六、一七％に止まっている。ということ
は、集計企業が成長率の高い企業にある程度偏っていること
を意味する。「今後一一’三年の経営見通し」でも四○％以上
は「良くなる」と展望しており、逆に「悪くなる」という見
通しは一○％内外に止まっているのである。
Ⅲ
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
雇
用
過
不
足
感
二
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
部
門
の
内
部
・
外
部
調
整
6２ 
業・販売において、適正（Ⅱ二点）を多少上回っているが、エンジニアリング部門を中心として適正よりも不足に傾
いている。②中堅層ではより一層不足に傾斜しており、研究・新製品開発と電子・電器設計では一・五五に達して
いる。③さらに若手層ではこれら以上に不足化しており、電子・電器設計では一・四○すら下回っているのである。
こ
の
よ
う
に
、
管
理
職
で
す
ら
過
剰
感
は
少
な
く
、
中
堅
、
と
く
に
若
手
を
中
心
と
し
て
む
し
ろ
不
足
感
の
方
に
大
き
く
傾
斜
し
て
いるのは、あきらかに集計対象に成長企業が多かったからであろう。しかも、単に売上げの成長によるだけでなく、
（６） 
これまでわれわれの調査でもあきらかにしてきたように、新規採用が抑制されたり、管理職の増大も抑制されたり、
削減されたりした、これまでの〃減量経営〃の所産でもある。もっとも集計企業でも、業種別や企業規模別に若干
の差異もふられる。例えば、不足のもっとも顕著な電子・電器設計では若手の不足感が製造業においてより強く、
と
く
に
五
、
○
○
○
人
以
上
の
巨
大
企
業
で
い
ち
じ
る
し
く
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
シ
ス
テ
ム
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
部
門
に
お
ける若手の不足感は、製造業の五、○○○人以上と非製造業の九九九人以下でとくに強いが、逆に生産管理部門の
管理職の過剰への傾斜は、製造業では五、○○○人以上、非製造業では一、○○○’四、九九九人で比較的顕著に
なっている。さらにより過剰への傾斜があきらかな営業・販売部門の管理職の場合は、非製造業、とくに五○○
○
人
以
上
の
巨
大
企
業
で
強
く
な
っ
て
い
る
。
（６）同様の通産省の依託研究のうち、私の担当分は、拙稿『高齢者の雇用保障』（御茶の水書房）第一一、三章を承よ・
い
ず
れ
に
せ
よ
、
前
述
の
よ
う
な
成
長
と
減
量
の
二
要
因
が
微
妙
に
交
錯
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
全
体
と
し
て
の
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
不
足
へ
の
傾
斜
は
、
山
理
科
系
大
学
卒
を
中
心
と
し
た
新
規
採
用
の
増
大
、
②
管
理
職
と
中
堅
層
に
つ
い
て
は
こ
れ
ま
で抑制してきた「内部昇進の促進」をはじめ、「事業所内配転」、「他事業所からの配転」などによって調整されな
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
人
員
の
調
整
方
法
に
つ
い
て
注
目
さ
れ
る
の
は
、
管
理
職
の
ヌ
ヵ
ゥ
ト
人
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表２産業・部門別合理化・省力化実施・予定事項
(ＭＡ，％） 
事務・営業 技術・研究事 項
製造業｜非製造業｜製造業 非製造業
組織機構の簡素化
業務の多角化
職務範囲の拡大
プロジェクトチームの採用
事務処理のシステム化
ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入
配転・出向の活発化
定型業務の女子化
２
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１
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１
１
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●
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１
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４
１
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５
１
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５
５
４
 
８
０
４
４
２
０
１
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●
●
●
●
 
●
 
●
 
８
７
３
２
２
１
２
５
 
４
 
３
７
４
６
３
３
 
51.9 
19.7 
27.2 
52.7 
50.9 
52.8 
49.1 
25.4 
女子業務の省力化
パートの活用
外注化・別会社化
人材派遣の活用
37.2 
31.2 
36.1 
34.7 
45.5 
45.0 
15.2 
22.8 18.2 
18.8 16.3 
37.8 51.9 
18.5 16.1 13.6 
事項別企業比率を多回答で示す。
それによると、まず事務・営業部門では、凶「事務処
理のシステム化」が八○％以上に達している。このもつ
る。 以上のように、集計企業におけるホワイトカラーの不
足傾向は「新規採用」と「内部昇進」を中心として調整
されているが、そうした量的な調整は事態の半面を示し
ているに過ぎない。というのは、つぎのような質的な調
整
も
要
請
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
わ
れ
わ
れ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調査では、経営組織などの変革をともなうような合理化
と内部・外部労働市場にわたる省力化がいかに実施され
ているか、予定されているかを質問した。両者に対する
回
答
を
合
計
し
、
そ
の
企
業
比
率
を
示
す
と
表
２
の
よ
う
に
な
事」や中堅・若手の「中途採用」、「他企業からの出向受
け入れ」、「業務の外注化」という外部型調整が一一○’三
○％もふられることである。それにしても内部型調整が
中心になっている事実は否定できない。
(2) 
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
部
門
の
省
力
化
・
合
理
化
6４ 
と
も
基
本
的
な
合
理
化
は
い
ろ
い
ろ
な
事
項
と
関
連
を
持
つ
だ
ろ
う
が
、
と
く
に
「
定
型
業
務
の
女
子
化
」
や
「
女
子
業
務
の
省
力
化
」
な
ど
と
関
連
し
て
い
る
に
違
い
な
い
。
②
つ
い
で
多
い
の
は
、
今
日
流
行
の
オ
フ
ィ
ス
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
と
自
動
設
計
・
製
造Ｏ・皀員のＨ少匙の」□の巴空の「ＯＡ機器・ＣＡＤシステムの導入」であり、製造業を中心として展開されつつ
ある。これも⑪と密接に関連しているであろう。③つづいて「組織機構の簡素化」であり、これもまた基本的な合
理化であり、「業務の多一角化」を大幅に上回っている。いわば古典的な合理化であるだけに「職務範囲の拡大」な
ど
と
も
関
連
し
て
い
る
で
あ
ろ
う
。
Ⅲ
そ
れ
と
関
連
し
て
外
部
労
働
市
場
の
活
用
も
注
目
さ
れ
る
が
、
と
く
に
非
製
造
業
に
お
け
る
コ
ー
ト
の
活
用
」
、
「
外
注
化
・
別
会
社
化
」
が
多
く
な
っ
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
四
五
％
に
達
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
事
務
・
営
業
部
門
で
は
「
事
務
処
理
の
シ
ス
テ
ム
化
」
を
中
心
と
し
て
、
減
量
に
よ
る
効
率
化
が
展
開
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
Ⅲ
事
務
・
営
業
部
門
ほ
ど
集
中
し
て
は
い
な
い
が
、
製
造
業
を
中
心
と
し
て
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
採
用
」
が
も
っ
と
も
多
い
。
つ
づ
い
て
、
や
は
り
製
造
業
を
中
心
と
し
て
「
Ｏ
Ａ
機
器
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
も
広
く
展
開
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
こ
れ
は
い
ず
れ
も
前
述
の
よ
う
な
関
連
を
広
く
示
し
て
い
る
に
相
違
な
い
。
②
こ
れ
に
対
し
非
製
造
業
の
方では、山のような特定の事項への集中はやや低いが、「組織機構の簡素化」、「プロジェクトチームの採用」、「事
務処理のシステム化」、「ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入」、「配転・出向の活発化」および「外注化・別会社化」がい
ず
れ
も
五
○
％
前
後
を
占
め
て
お
り
、
多
様
な
展
開
を
み
せ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
非
製
造
業
に
お
け
る
多
様
な
産
業
・
企
業
の
実
態
を
反
映
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
③
事
務
・
営
業
部
門
に
比
較
し
て
外
部
労
働
市
場
の
利
用
は
限
ら
れ
て
い
る
が
、
前
述
の
「
外
注
化
・
別
会
社
化
」
で
は
製
造
業
で
も
四
○
％
ち
か
く
の
展
開
を
示
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
前
述
し
た
新
製
品
・
新
製
法
の
開
発
が
戦
略
的
な
課
題
に
な
っ
て
い
る
だ
け
に
、
そ
の
た
め
の
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
の
編
成
を
中
心
と
し
て
、
よ
り
多
様
な
合
理
化
が
展
開
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
６５大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
なお、アンケート調査では実施中の各事項の「効果」も問うたが、その結果をまとめて承ると表３のようにな
る
。
こ
こ
で
は
実
施
件
数
に
対
す
る
「
効
果
あ
り
」
の
回
答
数
の
比
率
を
示
し
た
。
全
体
と
す
れ
ば
、
そ
れ
ほ
ど
ま
だ
効
果
は
高
く
た
い、とふてよい。まず、事務・営業部門では「プロジェクトチームの採用」、「事務処理のシステム化」および「。〈
－トの活用」、「外注化・別会社化」が製造業でも非製造業でも二○％を越えており、比較的効果が上っている。と
くに非製造業では、「ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入」、「配転・出向の活発化」、「定型業務の女子化」および「女子
業
務
の
省
力
化
」
も
二
○
％
を
上
回
っ
て
お
り
、
多
様
な
合
理
化
・
省
力
化
が
そ
れ
ぞ
れ
製
造
業
よ
り
以
上
に
効
果
の
上
っ
て
い
る
こ
とを示している。逆にいうと、製造業の事務・営業部門の合理化はそれだけ遅れており、今後の合理化の要請が強
以
上
は
、
実
施
中
と
予
定
を
一
括
し
て
示
し
た
が
、
実
施
中
か
ら
実
施
予
定
へ
の
転
換
を
ふ
る
と
、
ほ
ぼ
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
⑪事務・営業部門では、「事務処理のシステム化」中心から「ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入」中心への展開である。
これは転換というよりも、「事務処理システム化」の方法の高度化の一側面を示している。②それに対し技術・研
究部門では、やはり製造業を中心とした「プロジェクトチームの採用」から「ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入」への
転換である。これはプロジェクトチームの開放的、機敏で流動的な組織化が一定の成果を上げたことにもとづく、
新
し
い
転
換
を
示
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
③
さ
ら
に
非
製
造
業
の
技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
前
述
の
よ
う
な
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
採
用
」
や
「
外
注
化
・
別
会
社
化
」
な
ど
の
多
様
な
展
開
か
ら
「
Ｏ
Ａ
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
へ
の
集
中
が
い
ち
じ
る
し
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
い
ず
れ
の
部
門
で
も
「
Ｏ
Ａ
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
の
導
入
」
に
よ
る
合
理
化
・
省
力
化
が
今
後
の
展
望
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
③
合
理
化
・
省
力
化
の
効
果
6６ 
表３産業・部門別合理化・省力化の効果率
(％） 
事務・営業 技 術・研究
実施事項
製造業
１５．９ 
２２．７ 
１６．９ 
２４．９ 
２６．０ 
１４．８ 
１９．７ 
１４．３ 
１４．０ 
２２．３ 
３１．５ 
１９．４ 
非製造業
１３．１ 
１７．６ 
１６．６ 
２５．５ 
３８．５ 
２６．５ 
２０．５ 
２５．６ 
製造 非製造業業
組織機構の簡素化
業務の多角化
職務範囲の拡大
プロジェクトチームの採用
事務処理のシステム化
ＯＡ・ＣＡＤシステムの導入
配転・出向の活発化
定型業務の女子化
13.7 14.1 
10.8 11.7 
17.0 14.7 
30.3 28.8 
28.3 31.9 
22.5 25.0 
19.1 11.0 
１１．８ 
－－ 
21.5 
女子業務の省力化
パートの活用
外注化・別会社化
人材派遣の活用
22.7 
23.3 
23.6 
11.5 
22.4 7.6 
27.9 30.5 
21.9 27.1 
34.2 0.0 
ま
っ
て
い
る
、
と
み
て
よ
い
だ
ろ
う
。
そ
れ
に
対
し
、
技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
逆
に
製
造
業
の
方
が
よ
り
多
く
の
事
項
に
つ
い
て
効
果
を
上
げ
て
い
る
。
と
く
に
そ
れ
は
「女子業務の省力化」、「人材派遣の活用」において顕著で
あ
り
、
効
果
あ
り
の
比
率
が
一
一
○
’
三
○
％
台
を
マ
ー
ク
し
て
い
る
。
逆
に
非
製
造
業
で
は
、
「
定
型
業
務
の
女
子
化
」
に
お
い
て
製
造
業
の
効
果
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
技
術
・
研
究
部
門
に
多
か
っ
た
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
採
用
」
と
「
事
務
処
理
の
シ
ス
テ
ム
化
」
お
よ
び
「
Ｏ
Ａ
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
、
さ
ら
に
は
「
・
ハ
ー
ト
の
活
用
」
の
効
果
が
大
き
い
と
同
時
に
、
こ
れ
ら
の
戦
略
的
事
項
で
は
い
ず
れ
も
事
務
・
営
業
部
門
の
効
果
あ
り
の
比
率
よ
り
も
高
く
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
い
ず
れ
の
産
業
、
部
門
においてもかなり共通しているが、「組織機構の簡素化」、
「職務範囲の拡大」、「配転・出向の活発化」などは、その
大
部
分
が
二
○
％
を
下
回
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
そ
れ
ら
の
典
型
的
な
合
理
化
は
、
す
で
に
〃
減
量
経
営
〃
の
な
か
で
実
施
さ
れ
つ
づ
け
て
い
る
の
で
、
そ
の
限
界
的
な
効
果
が
逓
減
し
て
き
て
い
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
６７大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
前
述
の
よ
う
に
、
ま
だ
試
験
段
階
に
止
ま
っ
て
い
る
の
を
含
む
に
し
ろ
、
オ
フ
ィ
ス
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
の
導
入
に
よ
っ
て
、
す
で
に
さ
ま
ざ
ま
な
変
化
が
職
場
に
発
生
し
て
い
る
。
表
４
は
、
企
業
比
率
と
し
て
二
○
％
を
上
回
る
八
つ
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
比
率
を示した結果である。まず、さまざまな事項の企業比率の合計をみると、表４のとおりとくに製造業においてあき
らかなように大企業ほど合計が大きくなっており、さまざまな変化がすでに発生している事実を如実に示している。
そ
の
内
容
に
立
ち
入
っ
て
ふ
る
と
、
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
まず、山回答数が相対的にもつとも多いのは「補助的事務の減少」であり、最高の製造業五、○○○人以上では
九○％以上にも達している。つづいて「意思決定の迅速化」が高率であり、やはり製造業五、○○○人以上で七○
％以上に達している。こうした変化がＯＡによる質・量両面の変化を端的に示しているのであろう。②こうした基
本的な変化に関連してさまざまな変化が巻き起されているが、なかでも「女子事務の拡大・高度化」と情報処理や
なお、最近流行の「ＯＡ機器・ＣＡＤシステム導入」については、すでに糸たように実施中と予定の企業比率は、
製造業では六○％以上、非製造業では五○％以上に達している。だが、実施中に限定すれば、製造業五、○○○人
以
上
の
六
九
％
は
別
と
し
て
、
全
体
と
し
て
は
四
○
％
以
下
に
止
ま
っ
て
い
る
。
そ
の
効
果
あ
り
の
比
率
も
、
非
製
造
業
を
含
め
て
五、○○○人以上の巨大企業では三○％を優に上回っているが、全体とすれば一一○％台に止まっている。オフィ
ス・オートメーションの導入に限ってふても、さすがに「導入の予定はない」という企業比率は営業部門や技術・
研究部門で二○％程度でしかなく、大部分は導入中か導入の計画中なのである。だが、現在導入中でも半数ちかく
は
ま
だ
試
験
段
階
に
あ
り
、
今
後
の
展
開
が
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
Ⅶ
Ｏ
Ａ
に
よ
る
職
場
の
変
化
6８ 
表４産業・企業規模別ＯＡによる職場の変化
(ＭＡ，％） 
１
１
ｌ
Ｌ
ｌ
ｌ
‐
 
一一人下－９００
－－輪雛州
製 非製造業
職場変化事項 ｗｌ蝋＃
－－－－－￣－－＿－－－ 
７２７１７０５ 
999人
以下
６８．３ 
5,000人
以上
務の減少
の迅速化
拡大・高度化
の向上
員の削減
技能不適応
活性化
の明確化
補助的事
意思決定
女子事務の
信頼性
女子事務
中高年の
職場の
職務分担
94.6 
38.5 47.6 63.4 73.0 
40.0 47.6 59.1 62.2 
30.8 43.8 43.8 54.5 47.9 75.7 
38.5 27.3 37.1 27.7 42.7 51.4 
21.0 21.2 23.1 22.7 29.2 24.3 
|:１１::ｌｉｌｉＩ:!： 
I47MI3938135M 
)た事項の企業比率も含む。
28.6 26.0 27.3 
28.6 31.7 18.2 
'39Ｍ 354.9 372.4 合計
合計には表示しなかった事
それにもとづく「意思決定」などに対する「信頼性の向上」の
指摘率が全体として四○％以上をマークしている。これらのう
ち、「補助的事務の減少」に関連して、「女子事務員の削減」を
招く以上に「女子事務の拡大・高度化」がより高率となってい
るのは興味深い。これは、女子労働力に対する一雇用管理の対応
をも示しているのであろう。③さらに注目されるのは、「中高
年の技能不適応」が発生していることである。もっとも企業比
率が高い製造業一、○○○’四、九九九人でも三○％を下回っ
ている。しかし、これも中高年そのものの適応のしかたである
と同時に、「不適応」を起すような教育訓練などの管理の問題で
もある。こうした問題を残す以上、「職場の活性化」も三○％
止まる程度にならざるをえないのであろう。
以上のようなＯＡ化によるだけでなく、職場にはさまざまな
変化が発生してきている。例えば、ＯＡ化にも関連して大卒女
子の雇用が増加していることもその一つである。また直接部門
の現場に対する大卒の投入もその一つである。今回のアンヶー
三
大
卒
の
現
場
投
入
と
大
卒
女
子
の
活
用
６９大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
ま
ず
生
産
現
場
へ
の
大
卒
の
配
置
率
は
三
六
％
に
達
し
て
い
る
が
、
配
置
し
て
い
な
か
っ
た
り
、
配
置
す
べ
き
職
務
が
な
い
、
と
い
う
回
答
の
方
が
よ
り
多
く
な
っ
て
い
る
。
製
造
業
の
方
が
配
置
率
が
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
が
、
九
九
九
人
以
下
の
よ
り
小
規
模
な
企
業
で
と
く
に
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
営
業
・
販
売
の
現
場
の
配
置
率
は
八
○
％
に
も
達
し
て
お
り
、
と
く
に
商
業
な
ど
の
非
製
造
業
に
お
い
て
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
す
で
に
早
く
か
ら
非
製
造
業
を
中
心
と
し
て
大
卒
の
セ
ー
ル
ス
マ
ン
化
が進行しており、大卒がすでに現場の中心になっている実態を反映している。
つづいて、こうした現場投入は一層用管理上いかなる理由にもとづくのかが問題になる。まず生産現場からみてい
くと、山「将来の管理者のための教育」という理由が圧倒的に多く、複数回答で製造業では九○％以上に達してい
る。②つづいて現場の「職務の高度化」が多く、とくに小規模な企業では六○、七○％に及んでいる。③それらに
つ
づ
い
て
「
モ
ラ
ー
ル
・
ア
ッ
プ
」
が
多
く
、
非
製
造
業
の
四
、
九
九
九
人
以
下
で
は
四
○
％
内
外
に
達
し
て
い
る
。
Ⅲ
そ
れ
ら
に
比
べれば、かつて多かった「高卒の採用難」とか、大卒が「高卒の能力と変わらない」とかの理由は、いずれも一○
％程度に過ぎず、少なくなってきている。だが、非製造業の小規模企業で比較的多いのは、雇用管理からゑた高能
力者が容易に採用できないからだろう。
卜
調
査
で
は
、
新
入
社
員
の
短
期
的
配
置
を
別
と
し
て
、
大
卒
の
生
産
や
営
業
・
販
売
の
現
場
へ
の
投
入
を
問
題
に
し
た
。
も
っ
と
も
こうした大卒者の現場への登場は、雇用管理側の対応だけではなく、大卒者自身の行動として高卒資格で登場して
いるケースも多いだろう。しかし、ここでは企業調査なので、一雇用管理側の対応が問題になっているのはいうまで
もない。
Ⅲ
大
卒
の
現
場
投
入
7０ 
こ
う
し
た
大
卒
の
現
場
投
入
や
Ｏ
Ａ
化
に
よ
る
「
女
子
事
務
の
拡
大
・
高
度
化
」
、
さ
ら
に
「
定
型
業
務
の
女
子
化
」
な
ど
に
は
、
女
子
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
増
大
も
含
ま
れ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
さ
ら
に
、
始
め
に
ふ
た
若
手
を
中
心
と
す
る
男
子
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の不足傾向も、女子ホワイトカラーの増大を必要としている間接的要因とゑてよい。われわれのアンケート調査で
は
、
四
年
制
大
卒
女
子
の
活
用
に
つ
い
て
も
そ
の
実
態
を
問
う
た
。
そ
れ
に
対
し
、
現
場
投
入
の
進
ん
で
い
る
営
業
・
販
売
現
場
に
つ
い
て
ふ
る
と
、
そ
の
配
置
理
由
は
あ
る
程
度
異
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
Ⅲ
「
将
来
の
管
理
者
の
た
め
の
教
育
」
と
い
う
理
由
が
も
っ
と
も
多
い
点
は
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
れ
は
七
○
％
前
後
に
止
ま
っ
て
お
り
、
こ
の
理
由
が
も
っ
と
も
多
い
非
製
造
業
の
五
、
○
○
○
人
以
上
で
も
八
○
％
を
下
回
っ
て
い
る
。
②
つ
ぎ
に
多
い
の
も
「
職
務
の
高
度
化
」
だ
が
、
製
造
業
で
は
さ
き
の
生
産
現
場
よ
り
高
く
、
と
く
に
五
、
○
○
○
人
以
上
の
巨
大
企
業
で
は
八
○
％
以
上
に
も
及
ん
で
い
る
。
③
つ
づ
い
て
多
い
の
は
「
モ
ラ
ー
ル
・
ア
ッ
プ
」
で
あ
り
、
全
体
と
し
て
生
産
現
場
よ
り
も
そ
の
ウ
エ
イ
ト
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
Ⅲ
そ
れ
ら
に
つ
づ
い
て
、
「
高
卒
の
採
用
難
」
な
ど
の
理
由
は
よ
り
少
な
く
、
そ
れ
よ
り
も
「
大
卒
の
仕
事
の
増
大
」
が
多
く
、
と
く
に
製
造
業
で
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
こ
と
は
、
や
は
り
製
造
業
で
多
か
っ
た
よ
う
に
、
現
場
に
お
け
る
「
職
務
の
高
度
化
」
と
密
接
に
関
連
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
以
上
の
よ
う
に
、
大
卒
の
現
場
投
入
は
「
将
来
の
管
理
者
の
た
め
の
教
育
」
を
中
心
と
し
て
、
そ
れ
と
同
時
に
現
場
の
「
職
務
の
高
度
化
」
に
よ
る
労
働
力
吸
引
要
因
と
「
モ
ラ
ー
ル
・
ア
ッ
プ
」
と
い
う
労
務
管
理
要
因
が
作
用
し
て
い
る
。
そ
の
反
面
、
電
気
・
ガ
ス
や
建
設
な
ど
の
非
製
造
業
や
製
造
業
の
一
部
を
別
と
し
て
、
良
質
な
「
高
卒
の
採
用
難
」
や
「
大
卒
の
能
力
低
下
」
と
い
う
理
由
は
す
で
に
少
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
②
大
卒
女
子
の
活
用
７１大企業におけるホ
表５
ワイトカラーの雇用調整
産業・企業規模別大卒女子の活用状況
鹸川瓠WiJ董論
86517ＭＩ６００１７７８１８００１Ｍ５ 
緋三ﾄﾞiMi菫I1iil:ｉｌｌ
ｌＯＯとするパーセントを示す。
ョに大○非○でｌは
短み部つ％製○い四非そ
大た分づほ造人る、製の
・よはいど業以商九造結高う弓てにも上業九業果卒な短採止含での九のは
並良大用まめは採人方表永質・しって八用でが５
￣な高てて九七比はその
の→卒いし、九％率八のと活高並るる九にが○採お用卒糸企。人’も高％用り
はの￣業以達くに比で
、採にに下しな達率あ前用活対のてつしがる
述難用し小いてて多。のＬ－して規るいい少主よなて、模のるる高ず
うどいい企Ｉまか。く採
｜このるか業大らそな用
大事に１こでいでれつ状卒情過活Ｉまにあはて況
女がぎ用採注るとお力創
孟あなし用目。くりら雷二！：瀧菫睾藝きがでのかり・製の造く比あ背左遅そ造現業と絞る景問れれ業場の、的うにうてｌこで投一製進゜はとお比も入、造んと、、りべ五の○業でくすそ、て、進○よ
いＩこでの六、○ん○り
採用・活用状 況 ５ 
採用比率
：囑灘、
活用状況は企業規模別小計を
る非製造業で特に多くなっている。これに対し製造業では、男女差はつけてい
るが、「専門分野」で活用している比率は採用企業の三○％ほどに達している。
その反面、「男女同等」の活用は一○％ほどに止まっており、むしろその点で
は非製造業の五、○○○人以上の巨大企業の方が進んでいる、とみてよい。と
いうのは、小売業とサービス業において「男女同等」の比率が特に高くなって
いるからである。このように現状の活用状況は「男女同等」視角からゑて、ま
だ大きな問題が残されている。
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こ
の
こ
と
自
体
は
か
な
り
伝
統
的
な
管
理
で
あ
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
し
た
が
っ
て
、
む
し
ろ
ジ
ェ
ネ
ラ
リ
ス
ト
と
し
て
も
そ
の
キ
ャ
リア・・ハスが現場にも拡大されてきている、というキャリアの内容の変化がより重要であろう。またスペシャリス
ト
と
し
て
の
技
術
・
研
究
者
の
ぱ
あ
い
も
、
さ
ま
ざ
ま
な
部
門
に
所
属
す
る
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
に
よ
っ
て
編
成
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
従
来
よ
り
幅
広
い
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
が
育
成
さ
れ
る
、
と
い
う
よ
う
な
キ
ャ
リ
ア
の
内
容
の
変
化
が
よ
り
重
要
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
方
法
で
こ
そ
、
経
済
同
友
会
調
査
が
あ
き
ら
か
に
し
た
よ
う
な
独
創
的
な
開
発
が
進
め
ら
れ
て
き
て
こ
れ
ま
で
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
部
門
に
お
け
る
合
理
化
、
Ｏ
Ａ
化
に
よ
る
職
場
の
変
化
、
大
卒
の
現
場
投
入
な
ど
に
つ
い
て
ふ
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
う
ち
、
「
将
来
の
管
理
者
の
た
め
の
教
育
」
な
ど
の
理
由
に
よ
っ
て
大
卒
が
現
場
に
配
置
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
は
、
大
卒として、したがってまたホワイトカラーとしても、従来のキャリア・・ハスがかなり変化しつつあることを示して
い
る
。
こ
の
よ
う
な
キ
ャ
リ
ア
の
形
成
に
つ
い
て
、
わ
れ
わ
れ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
大
卒
男
子
の
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
に
対
し
て
企
業
は
ど
の
よ
う
な
基
本
方
針
を
持
っ
て
い
る
か
を
解
明
し
た
。
それに対する回答は、事務・営業部門では「多くの部門の業務あるいは多くのテーマやプロジェクトを経験させ、
ジ
ェ
ネ
ラ
リ
ス
ト
の
資
質
を
育
成
す
る
」
と
い
う
回
答
が
六
四
％
を
占
め
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
「
あ
ま
り
部門間移動は行なわず、特定のテーマやプロジェクトに携わらせ、スペシャリストとしての資質を育成する」とい
う
回
答
が
四
七
％
を
占
め
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
事
務
・
営
業
部
門
で
は
前
述
の
よ
う
な
具
体
的
な
キ
ャ
リ
ア
．
、
ハ
ス
の
変
化
を
も
含
め
て
ジ
ェ
ネ
ラ
リ
ス
ト
の
育
成
を
目
標
と
し
て
い
る
の
に
対
し
、
技
術
・
研
究
部
門
で
は
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
の
育
成
が
主
流
を
占
め
ている。
四
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
総
合
化
・
専
門
化
７３大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
表６産業・企業規模別キャリア育成方針
(％） □抓一『トー肌一剛剛肌一川一川川肺一このような事務・営業におけるジェネラリスト育成は表６のよ
―
い
る
の
だ
ろ
う
。
一術一ススーー
ーうに製造業と非製造業では異なるが、いずれもとくに五、○○○
》・「『『川諦川１Ｍ・軒一‐獅川》州・舛幽皿舳鑪硅琲淵埣蓉細附帆鮎矼朏詠い栓。辱い辨溺秬欣汪辮
｜より大規模な官僚組織を統合する必要が強いうえに、とくに新し
■
■
・
■
｜
Ｌ
■
｜リー６’４５４’２７０５｜い経営環境のもとで、いわば日本的な部門セクショナリズムを克
一洲・》トゴｎｌ５ｎｍ－９ｌ４８ｎ三服していることが要請されているからだろう。それと同時に、そ
三》一（Ｔ‐・剛・稀伽剛一四｜川剛ｌ川一》峠》垰潅》卜糾帰》》「）蜀独率隷》》恥や》峠』》》》碑》
。Ｉ戸口「１１’１１１１’ように中高齢化した企業タイプほどジェネラリスト育成の比率が
一一上叺下一上叺下｜高く、逆に若齢化した企業のタイプほどスペシャリスト育成の比
模一一以川以一一以川以一率が高くなっているからである。つまり、従業員構成が若齢化し
規二計二川咀川壬計一Ⅲ咀川―ている段階ではスペシャリストの育成を重視し、高齢化した段階
》」し川ⅢⅧ’１Ⅷ、川Ｊ飛維枇箆舳燗蝿壇鱒川牌幽Ⅲ禰厩一献酎
一製造業一非製造業一かつたが、ある段階からジェネラルコースとスペシャルコースに
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表７産業・高齢化類型別キャリア育成方針
（％） 
…|ii環IiHflJr纂料
鵜l1iハル;Ⅱ譲
鵜■;1訂轄|塞口蓬
産
製
造
業
一
非
製
造
業
企業の高齢化類型はつぎの区分による。ホワイトカラーのうち40歳以上の比率
が40％以上（高齢型)，２０～40％（中間型)，２０％未満（若齢型)。
分けて育成するコースもある。この分離育成はとくに研究。技術部門
における製造業の五、○○○人以上で大きなウエイトを占めているが、
それ以外ではそれほど一般的ではない。
もっとも、産業。部門別に立ち入ってふると、事態はそれほど単純
ではない。上記のライフ・サイクル仮設がもっとも単純に当てはまる
のは、非製造業の事務・営業部門だけであり、製造業の事務・営業部
門ではむしろ中高齢化が中位の企業においてジェネラリストの育成が
より多く強調されている。さらに技術・研究部門では、逆により若齢
化しているタイプでジェネラリストの育成がより多くなっている。し
たがって、技術。研究部門ではむしろ逆に中高齢化するのにつれてジ
ェネラリスト↓スペシャリストのように変化するのかも知れない。と
いうのは、若齢型のぱあい、ジェネラリスト志向とはいえ、スペシャ
リストとして育成されていない技術者などが多いのだから、前述のよ
うなプロジェクトのなかで大学での専攻を超えたような総合的な能力
の育成が目的になっているのだろう。それを前提として中高齢化とと
もにスペシャリスト↓ジェネラリストの育成が展開されるのかも知れ
（７） 
ない。こうしたモデルは、事務・営業部門にも当てはまるだろう。い
ずれにせよ、こうしたキャリア形成の管理については、もっと動態的、
７５大企業におけるホワイトカラ の雇用調整
表８階層別教育訓練の目的
（ＭＡ 
企業人
として
の態度
育成
％） 
、 目､ 可総ヨ
ニＩ室:：
内外経
済社会
の一般
的動向
６０．４ 
３４．８ 
１４．４ 
１０．３ 
自社経
営方針
・経営
計画
事務処|部下指 専門知 国際感
理能力|導力 識 覚階層
１７２．６ 
１６７．７ 
）44.8 
127.8 
部長クラス
課長クラス
係長クラス
中堅社貝
一般男子社員
女子社貝
中高年社員
専門スタッフ
新入社員
1.4 
7.7 
38.9 13.9 11.1 24.0 
78.5 25.2 13.0 
６
１
９
７
０
９
９
０
 
●
●
●
□
●
●
●
０
 
８
４
５
４
０
１
９
２
 
237.5 81.2 24.2 51.0 17.8 
223.4 46.3 33.4 73.0 26.7 
209.1 7.6 
3.0 
22.0 62.8 3.8 
3.6 
65.7 42.5 
183.9 11.2 68.1 28.6 69.4 
171.7 19.8 26.4 24.5 19.8 60.4 18.9 
166.0 13.0 23.5 13.0 3.7 
0.9 
95.1 8.0 
193.3 7.5 34.0 42.1 19.7 87.1 
前
述
の
よ
う
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
一
側
面
を
示
す
昇
進
の
管
理
に
つ
い
て
も
、
今
回
の
調
査
は
重
要
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
試
ゑ
て
い
る
。
ま
ず
、
山
管
理
各
階
層
か
つ
内
部
の
キ
ャ
リ
ア
．
。
〈
ス
の
あ
り
方
を
中
心
と
し
て
立
ち
入
っ
た
解
明
が
必要であろう。
（７）その実例については、前掲、拙著『高齢者の雇用保障』第三章第一一
節も承ょ。
な
お
、
こ
の
よ
う
な
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
関
連
し
て
、
今
回
の
調
査
で
は
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
Ｏ
Ｆ
Ｆ
・
Ｊ
Ｔ
を
中
心
と
し
た
教
育
訓
練
に
つ
い
て
も
立
ち
入
っ
た
調
査
を
試
ふ
た
。
そ
の
結
果
は
、
表
８
の
と
お
り
で
あ
る
。
部
課
長
な
ど
の
階
層
・
職
能
別
教
育
訓
練
の
内
容
に
つ
い
て
は
そ
れ
な
り
に
有
意
義
な
情
報
が
え
ら
れ
た
が
、
能
力
開
発
そ
の
も
の
と
し
て
は
、
前
述
の
よ
う
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
内
部
に
お
け
る
さ
ま
ざ
ま
な
キ
ャ
リ
ア
．
。
〈
ス
の
遍
歴
が
よ
り
重
要
だ
と
ふ
ら
れ
る
。
そ
の
意
味
で
も
、
前
述
の
と
お
り
キ
ャ
リ
ア
形
成
そ
の
も
の
の
解
明
が
要
請
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
Ⅲ
昇
進
の
停
滞
と
個
人
差
の
展
望
五
昇
進
の
個
人
差
と
賃
金
構
造
の
展
望
7６ 
表９課長昇進の個人差とスピードの今後の展望
（％） 
…戦■鞠幹
製｜高学歴’64.117.917.6110264.1120.57.67.61100.0造■罪高学農|；鯛■鶏ｆｉｌｉＵ:::|重引i:■Ⅲ:ｉｌｌ:88
調灘Ｉ繊蝿鰯いＩ;lilIi
:匿''1M蝿雛蝋|雛ｌ１ＩＭｉ
辨劇鯛；蝿；輔ｉ縢｜
％以上（高学歴型)，３０～70％（中間型)，３０％未満（非高学歴型)。
企業の高学歴化類型はつぎの区分による。ホワイトカラーのうち大卒比率が7０
然
、
そ
れ
ほ
ど
大
き
な
違
い
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
②
そ
れ
よ
り
重
要
な
の
は
、
標
準
よ
り
も
早
いぱあいと遅いばあいの年数の差である。
も
ち
ろ
ん
係
長
ク
ラ
ス
で
は
早
い
遅
い
で
二
’
六
年
程
度
の
差
に
止
ま
る
が
、
部
長
ク
ラ
ス
と
も
な
ると六’’○年にもなるのである。③しか
も
今
後
の
展
望
と
し
て
は
、
標
準
そ
の
も
の
が
遅
く
な
る
と
す
る
企
業
が
五
○
％
内
外
に
も
達
し
て
お
り
、
表
９
の
よ
う
に
高
齢
化
、
と
く
に
高
学
歴
化
し
た
企
業
ほ
ど
、
遅
く
な
る
展
望
が
よ
り
強
く
な
っ
て
い
る
。
四
さ
ら
に
個
人
差
が
拡
大
す
る
、
と
い
う
展
望
が
支
配
的
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
展
望
は
高
学
歴
化
の
程
度
で
は
あ
ま
り
違
い
は
な
い
が
、
今
後
の
中
高
齢
化
に
よ
っ
て
ま
す
ま
す
強
く
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
現
在
中
高
齢
化
し
て
い
る
企
業
で
は
こ
れ
以
上
個
人
差
が
拡
大
す
る
こ
と
差
異
も
予
想
さ
れ
た
が
、
標
準
に
つ
い
て
は
、
当
ごとの昇進所要年数は、産業・企業規模別
７７大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
役職十僻|職|■干
鱈難|蓑聯|菫ｌＩＩＭ辮；雛
繕縢|鱗にlllll鱗舳ｉＩＩ
:1ljilj;i』Lliiilhﾖ劃雛ﾖ辮繩
は
少
な
い
の
に
対
し
て
、
現
在
若
齢
化
し
て
い
る
企
業
で
は
今
後
よ
り拡大することが展望されているわけである。もっとも表
Ⅲ
の
と
お
り
、
係
長
ク
ラ
ス
で
は
個
人
差
の
拡
大
の
展
望
は
そ
れ
ほ
ど多くはないが、課長、とくに部長のクラスでは七○％以
上の企業が個人差の拡大を展望しているのである。
このような今後の昇進の停滞や個人差の拡大に対して、
企
業
は
い
か
に
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
。
今
回
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
れ
ば
、
図
１
，
２
の
と
お
り
現
在
は
「
資
格
制
度
」
と
「
系
列
会
社
へ
の
出
向
」
を
中
心
と
し
て
対
応
し
て
い
る
が
、
今
後
は
「
能
力
主
義
」
と
「
専
門
職
制
」
の
強
化
を
中
心
と
し
て
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
「
役
職
定
年
制
」
や
「
役
職
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
制
」
も
考
え
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
に
、
前
述
の
よ
う
な
昇
進
の
個
人
差
の
拡
大
は
、
こ
う
し
た
対
応
の
所
産
と
し
て
展
望
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
ま
た
今
回
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
現
在
、
専
門
職
制
度
が
実
施
さ
れ
て
い
る
企
業
は
五
○
％
内
外
に
止
ま
り
、
非
製
造
業
で
は
よ
り
少
な
く
な
っ
て
い
る
が
、
今
後
は
、
と
く
に
非
製
造
業
で
よ
り
多
く
専
門
職
制
度
の
導
入
が
展
望
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
の
な
か
で
、
現
在
は
「
ポ
ス
ト
不
足
対
策
」
に
止
ま
っ
て
い
る
面
7８ 
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な
お
、
今
回
の
調
査
で
は
大
卒
男
子
の
標
準
採
用
者
に
つ
い
て
ど
の
程
度
の
管
理
職
へ
の
昇
進
か
ら
個
人
差
が
発
生
す
る
の
か
を
あ
き
ら
か
に
し
て
いる。それは表、のとおり、産業・企業規
模
別
な
ど
に
よ
っ
て
多
少
異
な
る
が
、
「
課
長
昇
進
段
階
」
と
い
う
、
答
が
半
数
近
く
の
企
業
を
カ
ヴ
ァ
ー
し
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
す
で
に
中
高
齢
化
し
た
企
業
で
は
「
部
長
昇
進
段
階
」
の
ウ
ェ
イ
ト
が
大
き
く
な
る
し
、
よ
り
非
高
学
歴
、
若
齢
型
の企業や管理職比率のより低い企業では、
部
課
長
よ
り
も
低
い
段
階
か
ら
個
人
差
が
発
生
し
て
い
る
。
お
よ
そ
こ
の
よ
う
な
昇
進
構
造
に
対
応
し
て
、
大
卒
男
子
の
標
準
採
用
者
の
個
人
別
賃
金
が
強
い
の
を
今
後
は
調
整
し
、
い
か
に
本
格
的
な
専
門
職
制
度
が
確
立
さ
れ
る
の
か
ど
う
か
が
問
わ
れるであろう。
②
個
人
別
賃
金
構
造
の
展
望
７９大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
図２非製造業における昇進停滞への対応
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表１１男子大卒標準採用者の昇進に個人差の生じる時期
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構造も形成されている、とゑてよい。
そ
の
考
察
に
先
立
っ
て
、
所
定
内
平
均
賃
金
プ
ラ
ス
賞
与
の
年
齢
別
賃
金
格
差
に
つ
い
て
ふ
て
お
く
と
、
そ
れ
は
図
３
の
上
段
の
と
おりである。一三歳の初任給を一としてふると、五五歳段階でほぼ一一一・五以上の格差が承られる。このような年齢
間格差は企業規模別にかなり異なっており、九九九人以下の五五歳の倍数は一一一・三に止まるが、五、○○○人以上
では四・五近くにも達している。そのほか、高学歴化よりも中高齢化の程度やとくにポスト不足の程度によっても、
あ
る
程
度
の
差
異
が
承
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
年
齢
間
賃
金
も
、
い
わ
ゆ
る
年
功
賃
金
の
一
側
面
を
示
す
の
だ
ろ
う
。
だ
が
、
年
功
賃
金
に
と
っ
て
よ
り
重
要
な
の
は
、
同
期
の
標
準
採
用
者
の
個
人
賃
金
に
も
ば
ら
つ
き
が
あ
り
、
し
か
も
そ
う
し
た
分
散
の
要
因
が
こ
れ
ま
で
十
分
に
明
確
化
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
に
あ
る
。
今
回
の
調
査
で
は
、
こ
う
し
た
個
人
間
賃
金
格
差
を
も
解
明
し
て
い
る
。
そ
れ
は
、
年
齢
別
最
高
・
最
低
の
差
を
そ
の
年
齢
の
平
均
賃金で割った．ハーセントで示されているが、その結果は図３の下段のとおりである。さらに表皿のように、製造業
に
お
い
て
よ
り
い
ち
じ
る
し
い
よ
う
に
、
大
企
業
ほ
ど
中
年
段
階
か
ら
か
な
り
大
幅
に
な
っ
て
い
る
。
製
造
業
の
五
、
○
○
○
人
以
上
と
非
製
造
業
の
一
、
○
○
○
’
四
、
九
九
九
人
で
は
四
○
歳
以
上
の
段
階
で
個
人
間
格
差
が
三
○
％
以
上
に
達
し
て
い
る
。
も
っ
と
も
製
造
業
の
五
、
○
○
○
人
以
上
で
は
四
五
歳
の
三
五
％
が
最
大
で
、
よ
り
高
齢
化
す
る
と
む
し
ろ
縮
小
し
て
お
り
、
逆
に
九
九
九
人
以
下
の
五
五
歳
の
四
○
％
が
最
大
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
実
態
の
規
定
要
因
は
複
雑
で
あ
ろ
う
が
、
よ
り
小
規
模
の
企
業
で
は
中
年
層
ま
で
格
差
が
小
さ
い
反
面
、
高
齢
段
階
で
拡
大
さ
せ
て
い
る
か
も
知
れ
な
い
し
、
巨
大
企
業
で
は
現
在
の
高
齢
者
ま
で
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
反
面
、
今
後
肥
大
化
す
る
中
年
層
で
拡
大
さ
せ
て
い
る
か
も
知
れ
な
い
。
それ以上に重要なのは、中高齢化や高学歴化などの企業タイプによる差異である。表Ⅲによれば、⑪高学歴化す
るほど個人差が拡大する。高学歴者間の競争が激しくなるのであろう。②だが、中高齢化した企業ほど、逆に個人
８１大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
図３企業規模別に承た年齢別賃金格差と個人差
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表１２産業・企業規模別個人間賃金格差
(％） 
産 業・規 ３０歳 ３５歳模 ４０歳 ４５歳 ５０歳 ５５歳
製
造
業
5,000人以上
1,000～4,999人
９９９人以下
18.8 24.4 31.9 34.9 32.0 30.7 
11.0 14.6 21.1 24.7 29.1 33.2 
17.2 21.2 25.4 28.4 31.3 39.7 
非
製
造
業
5,000人以上
1,000～4,999人
９９９人以下
16.5 21.8 27.6 34.0 38.4 37.5 
25.0 28.8 35.2 34.6 42.9 40.7 
14.5 18.0 20.9 23.8 28.4 29.3 
(最高年間賃金一最低年間賃金)÷平均年間賃金×100のパーセントを示す。
表１３企業類型・年齢別個人間賃金格差
(％） 
４０歳 ４５歳３０歳 ３５歳 ５０歳 ５５歳類 型
高学歴
中間
非高学歴
30.9 36.0 21.4 25.2 29.6 35.7 
25.3 28.5 35.0 15.2 19.4 32.1 
24.8 29.6 33.3 36.8 18.3 21.8 
菱Ｉ高中若 齢間齢 13.2 17.3 24.2 29.3 26.7 25.6 31.0 33.1 19.5 21.1 21.3 30.9 34.6 37.9 16.7 
差
は
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
こ
と
は
、
中
高
齢
化
し
て
い
る
企
業
ほ
ど
、
前
述
の
よ
う
に
昇
進
の
個
人
差
が
よ
り
上
位
の
職
位
に
お
い
て
拡
大
す
る
よ
う
に
、
同
期
昇
進
・
昇
給
の
傾
向
が
比
較
的
強
い
の
か
も
知
れ
な
い
。
し
か
し
、
今
後
は
こ
う
し
た
同
期
昇
進
・
昇
給
は
か
な
り
大
幅
に
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
そ
れ
は
、
年
功
制
度
の
見
直
し
の
進
ん
で
い
る
若
齢
型
の
企
業
タ
イ
プ
で
個
人
別
賃
金
格
差
が
よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
類
推
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
③
い
ず
れ
に
せ
よ
、
前
述
の
よ
う
な「能力主義」・「専門職制」下の昇進・昇給
が
い
か
な
る
構
造
を
持
つ
の
か
、
よ
り
立
ち
入
っ
た
検
討
が
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
本稿の考察はつぎのように総括できる。
第一に、男性を中心とした調査時点の雇用
状
況
は
い
か
に
人
事
担
当
者
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
て
六
総
括
と
展
望
８３大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
第
二
に
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
省
力
化
・
合
理
化
に
し
ぼ
っ
て
、
よ
り
具
体
的
に
立
ち
入
っ
た
調
整
方
法
を
問
題
に
し
た
。
そ
の
結
果
は
、
事
務
・
営
業
部
門
は
や
は
り
事
務
処
理
の
シ
ス
テ
ム
化
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
っ
て
省
力
化
・
合
理
化
を
進
め
、
個戈人の職務の拡大・多角化を進めることによって、組織の簡素化も実施しよう、というのである。これに対し技
術
・
研
究
部
門
で
は
、
製
造
業
と
非
製
造
業
に
お
い
て
つ
ぎ
の
よ
う
な
差
異
が
ふ
ら
れ
る
。
ま
ず
製
造
業
の
ぱ
あ
い
は
、
異
種
の
技
術・研究者を含めたプロジェクトチームの再編成が中心となっている。それによって、すでに触れたような新製品
な
ど
の
開
発
を
進
め
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
非
製
造
業
の
方
は
組
織
の
簡
素
化
を
始
め
、
多
様
な
展
開
を
示
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
よ
うな基軸となる方法への集中はふられない。それは産業が多様な事態を反映しているのだろう。
以
上
は
、
現
在
実
施
中
と
今
後
の
予
定
を
ま
と
め
て
ゑ
た
が
、
実
施
中
か
ら
今
後
の
予
定
へ
の
動
態
を
承
る
と
、
オ
フ
ィ
ス
オ
ー
ト
メーションと自動設計・製造コンピューターの導入による省力化・合理化に集中している。とくに巨大企業におい
ぱ
な
ら
な
い
。
い
る
か
。
今
回
の
調
査
で
は
、
管
理
職
・
中
堅
・
若
手
に
つ
い
て
部
門
別
に
雇
用
の
過
剰
・
不
足
感
を
問
う
た
。
そ
の
結
果
に
よ
る
と
、
さすがに事務・営業部門の管理職の過剰感はある程度あきらかだが、全体とすればむしろ不足基調となっている。
と
く
に
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
関
係
の
若
手
の
設
計
マ
ン
な
ど
は
か
な
り
不
足
し
て
い
る
、
と
承
て
よ
い
。
こ
の
よ
う
な
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
クスの需要超過はやや特殊だろうが、全体として不足感が強いのは、前述のようにレーガノミックス不況の影響が
ま
だ
本
格
化
し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
と
集
計
企
業
に
成
長
企
業
が
多
か
っ
た
た
め
だ
ろ
う
。
問
題
は
、
こ
う
し
た
雇
用
の
過
不
足
が
い
かに調整されようとしているかにある。その点は、若手の不足が顕著な事実から想像されるように、新卒採用ｌ配
転
ｌ
内
部
昇
進
と
い
う
内
部
調
整
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
こ
と
は
、
日
本
型
の
内
部
労
働
市
場
の
反
映
で
も
あ
る
が
、
し
か
し一部には管理職のスカウト人事などの中途採用や業務の外注化などの外部調整が承られることにも注意したけれ
8４ 
て
は
、
こ
の
よ
う
な
Ｏ
Ａ
と
Ｃ
Ａ
Ｄ
な
ど
が
か
な
り
導
入
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
と
も
な
う
職
場
の
変
化
が
相
当
起
っ
て
い
る
。
な
に
よ
り
も
、
山
補
助
的
事
務
の
減
少
が
あ
げ
ら
れ
る
。
例
え
ば
Ｏ
Ａ
の
導
入
な
ど
が
高
卒
女
子
へ
の
需
要
を
大
幅
に
削
減
さ
せ
つ
つ
あ
る
ことは、すでに周知の事実である。②意思決定のスピード化やそれへの信頼性の向上も顕著である。もっとも、さ
ぎの経済同友会の調査によれば、独創的な戦略を立案するシステムの開発が今後の戦略になっているのだが、両者
の関連は今回の調査ではわからない。③さきの高卒女子とはむしろ逆にＯＡなどの導入は、大卒女性の業務を拡大
し
た
り
高
度
化
し
た
り
し
て
い
る
側
面
も
ふ
ら
れ
る
。
側
だ
が
、
Ｏ
Ａ
や
Ｃ
Ａ
Ｄ
な
ど
の
導
入
は
中
高
齢
者
の
不
適
応
も
発
生
さ
せ
て
お
り
、
今
後
の
教
育
・
訓
練
な
ど
へ
の
取
組
糸
が
注
目
さ
れ
る
。
第
三
に
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
リ
ゼ
イ
シ
ョ
ン
の
効
果
に
つ
い
て
は
以
上
の
と
お
り
だ
が
、
ほ
か
の
省
力
化
・
合
理
化
の
効
果
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
全
体
と
す
れ
ば
、
予
想
さ
れ
る
ほ
ど
の
効
果
は
ま
だ
上
っ
て
い
な
い
、
と
判
断
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
な
か
で
多
少
と
も
目
立
つ
の
は
、
山
事
務
・
営
業
部
門
に
お
け
る
、
さ
ぎ
の
事
務
処
理
の
シ
ス
テ
ム
化
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
再
編
成
で
あ
り
、
そ
れ
と
ともにパート化、外注化、別会社などの外部調整の効果も目立っている。②とくに非製造業では、さぎのＯＡ・Ｃ
Ａ
Ｄ
の
導
入
に
よ
る
省
力
化
の
ほ
か
、
配
転
、
出
向
、
女
子
化
な
ど
が
目
立
っ
て
い
る
。
③
こ
れ
ら
に
対
し
、
技
術
・
研
究
部
門
に
お
け
る
効
果
は
製
造
業
を
中
心
と
し
て
い
ち
じ
る
し
く
な
っ
て
お
り
、
と
く
に
Ｏ
Ａ
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
の
導
入
の
ほ
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
編
成
、
事
務
処
理
の
シ
ス
テ
ム
化
が
目
立
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
部
門
で
も
．
ハ
ー
ト
化
や
人
材
派
遣
事
業
の
活
用
な
ど
の
外
部
調整も一定の効果をあげている。
第
四
に
、
近
年
の
大
卒
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
変
化
と
し
て
、
大
卒
の
い
わ
ゆ
る
現
場
投
入
や
大
卒
女
性
の
活
用
が
注
目
さ
れ
て
き
て
いる。まず、販売・営業部門ではすでに早くからセールスなどが高卒から大卒に転換しており、今回の集計企業で
も八○％前後が大卒を現場に配置している。これに対し、最近注目され始めている製造現場などでは、建設業や電
８５大企業におけるホワイトカラーの雇用調整
こ
う
し
た
大
卒
の
現
場
投
入
や
さ
き
の
Ｏ
Ａ
な
ど
の
導
入
が
大
卒
女
性
の
活
用
を
拡
大
さ
せ
て
き
て
い
る
。
そ
れ
は
と
く
に
巨
大
企
業において顕著である。だが、そうした活用の実態には、まだ大きな問題が残されている。というのは、四年制の
大卒を短大・高卒並永にしか活用していない企業がきわめて多いからである。なかには、製造業などで専門職とし
て活用している事例も承られるが、そのぱあいも女性の専門職として活用しているに過ぎない。男女同等に活用し
ているのは、大企業のなかでも小規模のサービス業などでごく一部にふられるに止まっている。このような状況は、
需要・供給双方の要因に規定されているのだろうが、今後の展開が注目される。
第
五
に
、
こ
れ
ま
で
も
触
れ
て
き
た
よ
う
に
大
卒
を
中
心
と
し
た
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
部
門
の
雇
用
は
内
部
・
外
部
の
両
面
か
ら
合
理
化・省力化されてきているわけだが、そのなかで展開している職務の拡大や多様化によるキャリアの変化は、結局
い
か
に
総
括
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
本
稿
で
は
主
と
し
て
総
合
化
と
専
門
化
の
志
向
に
つ
い
て
問
う
た
。
そ
の
結
果
に
よると、事務・営業部門ではとくに巨大企業を中心としてジェネラリスト志向が顕著なのに対し、技術・研究部門
で
は
い
ず
れ
か
と
い
え
ば
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
志
向
で
あ
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
そ
の
ぱ
あ
い
、
非
製
造
業
の
事
務
・
営
業
部
門
で
は
、
ス
ペ
シャリスト↓ジェネラリストのようなライフサイクルが承られる。これに対し技術・研究部門では、逆にジェネラリ
ス
ト
↓
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
の
よ
う
な
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
も
ふ
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
よ
り
立
ち
入
っ
た
考
察
は
今
後
の
課
題
と
し
て
お
こ
う
。
第六に、このようなキャリアの形成に対応して、大卒を中心としたホワイトカラーはいかに役職の昇進を経験し
しては、管理者（
ている。その反壺
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
気
・
ガ
ス
業
は
六
○
％
台
に
も
達
し
て
い
る
が
、
全
体
と
す
れ
ば
ま
だ
三
○
％
台
に
止
ま
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
現
場
投
入
の
理
由
と
しては、管理者への昇進のための教育がもっとも多く、そのほかに職務の高度化やモラールアップなどが指摘され
て
い
る
。
そ
の
反
面
、
大
企
業
の
な
か
で
も
小
規
模
の
企
業
で
は
、
高
卒
の
採
用
難
と
か
能
力
的
に
高
卒
と
変
ら
な
い
と
か
の
理
由
も
8６ 
て
き
て
い
る
の
か
、
と
く
に
今
後
ど
う
な
る
か
。
労
働
力
構
成
の
中
高
齢
化
と
低
成
長
化
に
よ
っ
て
、
今
後
、
昇
進
の
停
滞
が
大
幅
に
（８） 
発生することが予想されているが、今回の調査ではどのような結果が塗えられたか。今後の展望としては、とくに高
齢
化
・
高
学
歴
化
し
た
企
業
に
お
い
て
昇
進
が
遅
れ
る
、
と
い
う
予
想
が
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
ぱ
あ
い
は
年
功
的
な
同
期
昇
進
が
支
配
的
だ
と
は
い
え
、
す
で
に
よ
り
上
位
へ
の
昇
進
ほ
ど
個
人
差
が
大
き
か
っ
た
の
だ
が
、
今
後
そ
れ
が
さ
ら
に
拡
大
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
今
後
の
昇
進
の
停
滞
に
対
し
て
、
人
事
管
理
側
で
は
こ
れ
ま
で
の
資
格
制
度
の
導
入
や
系列会社への出向などに対し、今後は能力主義による選別や専門職制度の導入を始め、役職のローテーションや定
年制の導入などによって対応しようとしているのである。
（
８
）
労
働
省
高
齢
化
問
題
懇
談
会
の
報
告
Ｓ
労
働
統
計
調
査
月
報
』
八
○
年
八
月
号
）
を
象
よ
・
す
で
に
触
れ
た
よ
う
に
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
ぱ
あ
い
は
と
く
に
大
卒
の
ぱ
あ
い
ほ
ど
、
年
功
的
な
同
期
昇
進
が
い
ち
じ
る
し
く
、
個
人
別
賃
金
カ
ー
ヴ
も
顕
著
の
右
上
り
の
形
を
維
持
し
て
き
た
。
そ
の
格
差
は
し
だ
い
に
縮
小
し
て
き
て
い
た
が
、
巨
大
企
業
ほ
ど
大
き
か
っ
た
。
た
だ
し
、
標
準
カ
ー
ヴ
は
そ
う
だ
と
し
て
、
昇
進
の
個
人
差
が
か
な
り
承
ら
れ
た
こ
と
に
対
応
し
て
、
給
与
総
額
の
と
く
に中年からの個人差も大きかった。とくに重要なのは、高学歴化した企業ほど個人差がより大きく、高学歴者の内
部
競
争
が
激
化
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
だ
が
、
逆
に
高
齢
化
し
た
企
業
ほ
ど
、
個
人
別
賃
金
格
差
は
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
高
齢
化
し
た
企
業
ほ
ど
、
前
述
の
よ
う
に
昇
進
が
全
体
と
し
て
遅
れ
て
い
る
た
め
に
、
賃
金
の
個
人
差
も
開
ぎ
ょ
う
が
な
い
の
か
も
知
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
個
人
別
賃
金
構
造
を
前
提
と
し
て
考
え
れ
ば
、
今
後
の
高
齢
化
、
高
学
歴
化
は
、
個
人
別
賃
金
格
差
の
拡
大
と
縮
小
の
相
反
す
る
二
つ
の
要
因
を
作
動
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
は
た
し
て
そ
の
実
態
が
ど
う
な
る
か
、
そ
の
結
果
、
い
わ
ゆ
る
日
本
的
経
営
を
支
え
る
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
企
業
別
集
団
志
向
や
モ
ラ
ー
ル
の
高
さ
に
い
か
な
る
影
響
を
あ
た
え
る
か
、
今
後
十
分
注
目
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
ぬ
だ
ろ
う
。
